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第０２４回国会 内閣委員会公聴会 第１号 

昭和三十一年三月十六日（金曜日） 

    午前十時三十二分開議 

 

 出席公述人  東大名誉教授 神川 彦松君 

        法政大学教授 中村  哲君 

        都立大学教授 戒能 通孝君 

 

○神川公述人 御指名によりまして私の意見を申し上げますが、私は過去 40 年来国際政治学、国際

政治史並びに国際法の研究に従事して参ったのであります。それで私は本日そういう専門家の立場

からいたしまして、今の日本の憲法を再検討し、全面的にこれを書き改めなければならないという

ことについての私の意見を申し上げたいと思うのであります。 

 

 まず第一に、今の憲法は本来英語で書かれた憲法である、すなわち英文の憲法であって日本語の

憲法ではないということなんであります。 

 

 この憲法がどうしてできたかということは、実は占領中は全く、ほとんど全く日本人には知らさ

れていなかったのであります。その後に、至りましてだんだんアメリカから資料が参り、また著述

が出まして、初めてその真相がわかって参ったのでありまして、それはようやく１、２年のことな

のであります。でありますから、１、２年前までは、日本人はこの憲法がほんとうにどうしてでき

たかということは全然知らなかった、いわばわれわれ日本人はつんぼさじきに置かれておったので

あります。この数年来、まず第一には、マッカーサー元帥その人が本国に送りましたところの憲法

改正に関する報告、御承知のポリティカル・リオリエンテーション・オブ・ジャパンという報告、

これは 1950 年に本国に送られて公表された。これによって初めて、大体において日本のこの憲法が

どういうふうにしてできたかという経過が世界に知らされたのであります。それまでは、何人も公

けには知らなかった。 

 

 また国務省が出しましたオキュペーション・オブ・ジャパン・ポリシー・アンド・プログレスと

いうような本、あるいはファー・イースタン・コミッションが出しましたアクティヴィティズ・オ

ブ・ファー・イースタン・コミッションというような記録、あるいはまた占領中の内情に通じてお

りますマーク・ゲインのジャパン・ダイアリーであるとか、あるいはハーリー・ワイルズのタイフ

ーン・イン・トーキョー、そういうふうな著書か出ました。さらには一昨年日本で、この憲法の原

案が初めて天下に発表されまして――むろんその原案は、まだアメリカも日本も発表していないの

でありますが、日本内で初めてその原案か発表されました。初めてこの憲法の原案がどういうもの

であるかということが、一般に、知ろうと思えば知れるようになったのであります。しかしながら、

遺憾ながらまだそういう経過というものは、日本人一般には知られていないのでありまして、ほん

とうにどういう経過をもってできたかということを一般に認識するに至っていないという現状なの

であります。 

 

 この憲法は、普通の憲法と違いまして、全く国際政治の産物なのであります。大体憲法というの

はみな国内政治の産物であり、また革命の推進力としての国内的政治権力の所産でなくちゃならな



- 2 - 

い。ところがこの憲法に限りましては、その推進力は、一に外国の政治権力、軍事権力であった。

ここにこの憲法の根本的の特色があるわけです。いかなる革命も、いかなる憲法も、その推進力た

る政治的権力なしには行われません。こんなことは、皆さんにお説法するまでもないのであります

が、その政治的権力が一に外国の軍事権力、政治権力であった、こういうような憲法というものは、

世界あってこの憲法以外にはありません。これに若干似ておるのは、ドイツのボン憲法たけであり

ます。また従って世界の憲法史上にも全く類例のない憲法でありまして、従ってこういう憲法とい

うものは、普通の憲法学とか、普通の憲法史だけではわからないのでありまして、全く国際政治史、

また国際政治学的な観点から研究しなければわからないということは当然のことであります。これ

かすなわち私がこの問題に対して深甚の関心を持ったわけなのであります。 

 

 こういうわけで、今の憲法が外国の軍事権力、政治権力の所産であると申しましたが、それは言

うまでもなく戦勝国、特にアメリカでありますが、戦勝国の占領政策の産物なのであります。この

第二次世界大戦というものは、無条件降伏という実に有史以来前例のない主義政策のもとに遂行さ

れ、また終結いたした。これは私が専門としております国際政治史から申しまして、実に前代未聞

の主義方針であります。その主義方針からこの憲法が生まれてきたのでありますから、その主義方

針が何であるかということを知ることが、この憲法の性格を知ることの第一なんでありますが、そ

れはもう全世界に知られておるのです。世界においてだれも知らぬ者がないというほど知られてお

るいわゆる五つのＤの政策というものがある。 

 

 五つのＤの政策というものをアメリカは戦争政策とし、また占領政策とし、占領目的といたした

わけでありまして、この五つの政策というのはＤという言葉で始まっておりますために、五つのＤ

の政策というふうに世界に知られておる。すなわちその第一は、ディスアーマメント、軍備撤廃と

いうことなのであります。これが第二次世界戦争における米英の中心眼目であったわけなのであり

ます。戦敗国をして完全に軍備撤廃せしめるということが戦争目的の第一であり、従って占領政策

の第一であったわけであります。これは言うまでもなく完全にその国の陸海空軍を撤廃することな

のであります。そしてそのことは終戦直後に始められ、負けた国はみなその軍備を撤廃させられた。

さらにこれを永遠化するということが占領政策のやはり眼目でございまして、すなわちそれが第九

条第二項前段として実行されたわけなのであります。 

 

 それから第二はディミリタリゼーション、すなわち非軍事化の政策といわれておるものでありま

して、これはただに形をなした陸海軍ばかりではないのであります。また陸海軍Ｌはならないが、

一変すればすぐ陸海軍になるという一切の実力なのであります。それがすなわち戦力を徹底的に撤

廃しない限り、戦敗国を無力にすることはできないという考えから、非軍事化という政策を考えら

れたのであります。アメリカ占領政策の第一が日本の軍備撤廃並びに非軍事化であるということは、

マッカーサーに与えられたところの訓令を見ますと、しばしば繰り返されておりますから、だれも

疑うことができない。この非軍事化すなわち戦力の撤廃ということが、やはり第九条第二項前段に

うたわれておることも御承知の通りである。 

 

 第三は、ディスインダストリアリゼーション、すなわち非産業化の政策、これがまた資本主義国

の親玉である米英の主たる目的でありまして、戦敗国たるドイツや日本を完全に非産業化する、非

近代化する、できれば中世期の農業生産国にするというのが本来の目的であった。それを普通モー
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ゲンソー・プランといって、戦争中から世界に知れわたっておったことは御承知の通りであります。

むろんその通りは実行できませんで、モーゲンソー・プランを緩和はいたしましたけれども、ドイ

ツ及び日本を完全に非産業化して、そして世界の資本主義市場というものを米英が永久に独占した

いという考え方を持っておったのが第三であります。 

 

 ところがそのことは同時に第一、第二の政策と相通ずるのでありまして、非近代産業化というも

のは、近代軍備を持つことはできない。国家をして非近代化させるということは、すなわち非軍事

化せしめることなのでありますから、従ってこれは要するにドイツとの両面でありまして、結局は

第一、第二の目的にもかなうことなのです。これがすなわち第三の政策である。 

 

 第四はディセントラリゼーション、これはアメリカの伝統的システムでありますところのフェデ

ラリズムの現われでありまして、すなわちドイツや日本に対して政治的、行政的、経済的、文化的、

あらゆる面においてディセントラライズせしめるという政策をとったのであります。ドイツにおい

てはそれが十分に行われましたが、ちっぽけな日本では行われませんでした。しかしながらでき得

る限り占領軍は行政的に、また経済的、文化的にディセントラライズいたしたのであります。 

 

 第五がいわゆるデモクラティゼーション、民主主義化であります。民主主義化こそ日本において

最も力強く宣伝されましたが、しかしながらアメリカのデモクラティズムは、いうまでもなくアメ

リカのデモクラシーを世界にしくということで、いわゆるアメリカン・オブ・ライフなのでありま

す。アメリカの生活法を全世界にしいて、アメリカの経済的、政治的、文化的勢力を全世界にいき

わたらせることが本意でありましょう。 

 

 この五つの政策、これを実現することが米英の戦争目的であり、占領政策であったわけでありま

す。これを実現するために無条件降伏という従来前例のない徹底的政策をとったわけであります。

でありますからこの五つの政策を実行しますのに、無条件降伏というこれまた前代米国の政策であ

りまして、いまだかつて行われたことはなかったのでありますが、要するに戦敗国というものを一

時滅亡せしめるのであります。これをローマ法ではデベラチオと申しました。すなわち戦争によっ

て絶滅した状態に陥れて、軍事占領の間に戦敗国を思う存分あらゆる方面を料理する。すなわち今

申しました五つの政策というものを思う存分に実行するのが、すなわち無条件降伏であるわけであ

ります。 

 

 でありますから。ポツダム宣言にしても、また降伏文書にいたしましても、これは決して条約で

も合意でもありません。これは全く一方的な命令なのであります。このことはアメリカ本国がマッ

カーサーに与えましたところの権限の文士によってはっきりうたっておる。ここでは時間がありま

せんから、詳しくは申しませんが、要するにマッカーサー司令官に絶対的な軍事独裁権を与えたの

であります。何ものにも制限されないのであります。日本とは何ら条約も合意もないのであります。

全くアメリカ及び最高司令官がやりたいと思うこと、またやる必要のあることは何でもかんでもで

きる。いわば絶対的軍事独裁権をマッカーサーに与えた。 

 

 そういう軍事独裁権を持って五つの政策を実行したのが、すなわち占領当時であったわけであり

ます。この軍事占領、軍事統治の結果といたしまして、今の憲法ができたのであります。ところが
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この憲法を作るということは、アメリカは戦争中から考えております。さすがにどうも先見の明の

ある国でありまして、戦争の半ば以後、100 本を無条件降伏させた後どういうふうに日本を治めるか

ということを、国務省と陸海軍の３省の合議体でもってよく研究しておりました。そして終戦にな

りまするや、同時にその政策を次々にマッカーサーに授けたのでありますが、マッカーサーに授け

ました権限の中に明かに日本の政治制度を改革するとい一項があった。すなわちマッカーサーは初

めから日本の政治制度を改革する。すなわち日本に政治的革命を実行するという権限が与えられて

いるわけであります。 

 

 ところが遺憾ながら占領の年の末にマッカーサーの手からその権限は極東委員会の手に移ってし

まったのであります。すなわち終戦の年の 12 月 26 日のモスクワ三国協定によりまして日本の占領

統治に関する最も重大な政策とか原則とか、標準というものは、全部これは極東委員会が作る。た

だマッカーサーはこれをインプルーブメント、それを実行する任に当るという明確な協定ができて、

マッカーサーは憲法に手を入れる権限を失ってしまったのであります。このことは占領の翌年１月

に極東諮問委員会の人々がマッカーサーをたずねましたときに、マッカーサーははっきり言ってい

る。もう自分は憲法に関する権限は失われた。ところがアメリカにおいてはそうではなかったので

あります。アメリカ本国におきましては極東委員会が発足する前に、新憲法という既成事実を作っ

てしまいたいという決意を固めました。 

 

 終戦の翌年の１月７日、国務省、陸海軍の調整委員会、ＳＷＮＣＣと普通いわれておりますが、

ステート・ウオー・ネーヴィ・コーディネーティング・コミッティという名前でありますが、その

委員会で大急ぎで日本統治制度の改革、すなわちレフォーム・オブ・ガヴァーメンタル・システム・

オブ・ジャパンということをきめた。これはＳＷＮＣＣ228 の文書にあるのであります。このＳＷＮ

ＣＣ228 の命令によりまして、マッカーサーはたちまち憲法を作るという決意を固めざるを得なかっ

たと思います。これがすなわち占領の翌年の２月２日であります。 

 

 そこでマッカーサー元帥はこのアメリカの命令と、アメリカの提供しました材料を基礎にいたし

まして、部下を督励いたしまして、わずかに一週間、すなわち占領の翌年の２月４日から２月 10日

に至る一週間で今の憲法の原案を作ったのであります。しかもそれに関係した者はしろうとであり

まして、ただ一人憲法の専門家というものは入っていなかった、しろうとがでっち上げたのであり

ますが、材料は本国から来ておりますから、本国の材料によってマッカーサーの部下の者がわずか

一週間で作りましたのが、大体において今日の憲法の原案なのであります。 

 

 ところが２月 13日に、御承知のように、ホイットニーがケーディスなどを引き連れまして、当時

の吉田外務大臣、松本国務大臣をたずねて、それを下げ渡している。これをもとにして憲法を作れ、

この通りの憲法を作れとは言わないが、しかしながら根本原則及び基本形態、フォンドメンタリ・

オブ・プリンシプルス・アンド・ベージック・フォームスという言葉を使いまして、根本原則及び

基本形態というものは全部ゆるがしてはいかぬ。もしもこの憲法を作らなければ、天皇の身柄も保

障するわけにはいかない、天皇のからだを保障するわけにはいかない、こういうことを申して日本

に憲法の改正を迫ったのであります。 

 

 そこでいろいろ紆余曲折がありますが、とにかくどうしてもこれに従うほか道がないというので、
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とうとう３月４日から５日、マッカーサー司令部におきまして、日本から出ましたのは結局は法制

局の佐藤達夫君一人でありますが、佐藤達夫君一人と、向うはホイットニー、ケーディス、その他

司令部の首脳部が総がかりで、一夜のうちに、今のマッカーサー原案というものを基礎にして、逐

語訳的に日本の憲法にいたしたのであります。これは大体において先に申しましたマッカーサーの

原案と同じでありまして、ただわずかに２ヵ条だけが変ったのであります。その他多少の違いはあ

りますが、結局 95％までは全然もとの通りのものなんであります。 

 

 そうしてでき上りましたものが３月６日の憲法改正草案であります。これがすなわち世間でマッ

カーサー憲法原案と呼んでいるものであります。マッカーサー憲法原案なるものがすなわち３月６

日にできたのであります。このマッカーサー原案というものがもし発表されますならば、これは全

く英語の憲法である。また司令部が作ったものであるということがはっきりわかりますために、ア

メリカの政府も、従ってまた日本の政府も、今もってよう発表しないのである。さすがのマッカー

サーも良心に恥じるのでしょう、今もってこれを世界に発表しない。しかしながら幸いに一昨年６

月、日本の渡辺銭蔵氏が発表してしまった。 

 

 でありますから、これをわれわれしろうとが読んでも十分わかるのでありまして私も現に持って

きているのでありますが、今の憲法には英文の憲法がついている。コンスティチューション・オブ・

ジャパンという英語の憲法がついている。これと比較対照しますと 95％は同じことである。結局今

の憲法というものは、マッカーサー憲法原案というものを口日本語に逐語訳したものにすぎない。

とにかく向うの書いたものを日本語に訳すのでありますし、しろうとがかかったのでありますから、

多くの点において拙訳、誤訳が今もって残っているのであります。そういう憲法がすなわち今の憲

法なのであります。むろんその後多少変りました。変りましたけれども、そのおもなるものはファ

ー・イースタン・コミッションの指令によって変ったのであります。 

 

 それはファー・イースタン・コミッションの記録を見れば明白でありまして、結局日本側のイニ

シアチブで変ったものはないのであります。日本側のイニシアチブで変ったものも多少こまかい点

はあります。しかしそれとても決して日本側がきめたものではない。なぜならば、これはみな司令

部が許可して初めてきまったものであります。なぜならば、これは司令部の承認のもとにできたも

のであります。この訳語の一点一句といえども、向うの承認なしにはきまらなかった。かくのごと

くにして、要するにおもなるところは、すべてみなと言ってもいいくらい、向うのイニシアチブに

よってきまったものであります。 

 

 ところがこういうことをすべてみな当時は秘密にしたのであります。なぜならば、これはマッカ

ーサーが、またアメリカが、極東委員会を出し抜いて作らなければならないから、どうしても大急

ぎでやらなければならない。また極東委員会の指令を無視したのである。極東委員会がこの指令を

幾ら公表せいと迫っても、決してこれを公表しなかったのであります。そうしてまた極端なる検閲

政策をとった。当時はすべての出版物みな事前検閲のもとにやったのでありますから、その真相が

日本なんかに知れるはずはない。また世界にもなかなか容易には知れなかったのであります。そう

いうわけでありまして、要するに極秘のうちにやったのであります。 

 

 なぜそういうような政策をとったかということは、マッカーサーがしばしば述懐しておりますが、
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マッカーサーはこういうことを申しております。マッカーサーといえども、こういうような憲法の

やり方がいいとは思っていないのです。確かにこの憲法のやり方というものは間違っていると思っ

ている。これは先ほど申しました本国政府に対しますところの報告のうちで、こう言うているので

す。およそ権力や優越な軍事力によって強制されたものは、圧制の色彩を帯びるばかりでなく、ほ

んとうのデモクラシーの対蹠物、アンチテーゼである。だから本来こういうやり方というものがデ

モクラシーであるはずはない。従ってこんなふうにして憲法ができたということが、やがて日本人

にわかれば、幾ら日本人だってこれを変えようという考えになることはわかっているから、あたか

も日本人が自分の手で作ったかのようにやらなくちゃいかぬ、そのためにそういうやり方をしたの

だということを、しばしばマッカーサーはその後語っているわけであります。 

 

 でありますから、悪いことは知っておるのでありますけれども、それがわかってしまえばあとで

本人が変えてしまう違いない、こう考えたのでしょう。これはもうしばしば言うておるのです。銃

剣によって日本人に押しつけられたならば、その銃剣が存在する限りは存在し、軍隊が撤退しかつ

日本人が彼ら自身が勝手にせられると、その瞬間に彼らはその憲法から免れるだろう こういうこ

とをしばしばマッカーサーは言うておる。これは当然のことなんです。でありますから、マッカー

サーはすべてのことを秘密のうちに運んだわけなんであります。かくのごとくにしてできたのがす

なわち今の憲法でありますから、これは本来マッカーサー憲法の原案ほとんどそのままである。こ

れを拙訳、誤訳したものが今の憲法である。 

 

 でありますから、もしほんとうならばこれは英語で発表すべきものなのです。これを下手な日本

語で発表したから今日問題が起った。もし初めからフル・テキストで出しておいてくれさえすれば

問題はなかった。だから今日でも日本の憲法にはコンスティチューション・オブ・ジャパンという

英文がついている。だれでも憲法を最初研究いたします場合には、原語にはどうなっておるのかと

いうことを探る。原語がこうなっておるということを知って日本語の翻訳が適当かどうかが判明す

る。だからコンスティチューション・オブ・ジャパンがオリジナル・テクストだということを知っ

ているし、日本の六法全書にはすべてコンスティチューション・オブ・ジャパンがついているので

す。だから本来正直な政府ならば、また占領統治中ならば、英語で公布してしかるべきものなので

す。それをいろいろな細工をして、これをあたかも日本政府が作ったように、日本人が作ったよう

に、また御丁寧に明治憲法の 73 条かなんかでやったかのようにやったから、問題が残ったのであり

ます。 

 

 今は日本の中学生に教師が、今の憲法はこのままでいいかと言いますと、すべてみな異口同音に、

このままではいかぬ、どうしても直さなければいかぬと言うそうです。なぜかというその説明を聞

きますと、今の憲法はかなづかいが違っている、これは旧式かなづかいである、これは新式かなづ

かいじゃない、だからこれは全部書き直さなければいかぬと言うそうであります。これはなるほど

その通りなんです。昭和 21 年の５、６月ごろにはまだ新式かなづかいがきまっていなかった。旧式

かなづかいだった。だから今の憲法の本文は旧式かなづかいになっている。旧式かなづかいだから

直さなければならぬというのはもっともなことなんです。 

 

 でありますから、もし今の憲法がほんとうに英語で公布されておってごらんなさい。これは小学

生といえども、これはいかぬ、これは英語の憲法です、これはどうしたって日本語の憲法に直さな



- 7 - 

ければならぬと言うでしょう。中学生ですらそんなことはわかるのです。それがおとなの日本人に

わからぬというのはどうしても不思議なことです。（笑声）どうしてこんなことがわからないのです

か。これは何と言ってもマッカーサー憲法でしょう。すなわちスターリンが主になって作った憲法

はスターリン憲法です。1935 年のソビエト憲法はスターリン憲法といっている。また 1870 年のドイ

ツ帝国の憲法はビスマルク憲法といわれている。また明治天皇の憲法は明治憲法といわれているで

しょう。これはそれでいいわけでしょう。実際スターリンが作ったのですからスターリン憲法、ビ

スマルクが作ったからビスマルク憲法、明治天皇が主になって作られたから明治憲法でけっこうな

んでしょう。マッカーサーが主になって作ったのだから、マッカーサー憲法と言うのが何が悪いの

ですか。これほど天下公明なことはないじゃないですか。マッカーサー憲法と言うたらマッカーサ

ーが喜ぶでしょう。 

 

 マッカーサー憲法がいつまでもそのままで残っているということは、ほんとうはマッカーサーの

本意ではないと私は思いますが、とにかくマッカーサー憲法には相違ない。マッカーサー憲法原案

ならほとんど誤訳はない憲法なんですから、これがマッカーサー憲法でなくてどうしますか。であ

りますから、こういうマッカーサー憲法に対しては、日本国の忠良なる公民である私は、遺憾なが

ら腹から忠誠の念をささげることはできません。（「同感々々」と呼ぶ者あり）私はこれは日本国民

に対して訴えたいのです。もしほんとうにこの憲法に忠誠の念をささげる人があるとしますならば、

それこそマッカーサー帝国の忠良なる臣民に違いないと私は考える。 

 

 遺憾ながら日本にはマッカーサー帝国の忠良なる臣民が一ぱい満ちているのです。実に遺憾千万

なことであります。何としましても日本人は日本人の日本にしなくはいけません。いつまでも日本

がマッカーサーの日本であってはいけませんですよ。なるほどソ連はスターリンのソ連であっても

いいかもしれません。またドイツはビスマルクのドイツであってもよかったかもしれません。また

ある場合には、日本も明治天皇の日本であってもよかったかもしれません。しかしながら、われわ

れの日本は、何としても日本人の日本でなければならない、こう私は確信するものであります。こ

れが私の意見であります。（拍手） 

 

○山本委員長 委員長より公述人各位にお願いを申し上げます。速記者が、英語を多く使われると

速記が大へんとりにくいと申しますから、英語を御使用の場合は、なるたけごゆっくり御発言を願

い、それの訳をおつけ下さるよう、特にお願い申し上げます。 

 

 では中村哲君。 

 

○中村公述人 ただいま神川彦松先生から、憲法を改正すべきであるというお話がありました。そ

の際神川先生は、国際政治の専門の立場からお話しになったのでありますが、私は、戦前台北帝大

に十年間憲法を講じておりまして、その後終戦後は、法政大学その他で憲法を講義しております。

そういう憲法を講義しております経験からいって、この今の憲法について、むろん批評はあります。

憲法の学問をするからには、各国の憲法と比較していろいろ検討しなければならないわけです。こ

とに、旧憲法と新憲法と両方講義して参りました関係上、いろいろこれについての批評は持ってお

ります。しかし、現在ここで憲法調査会というものが作られんとし、それによって単なる調査でな

くて、われわれは研究上今の憲法のいい悪いを検討するというだけですが、そういうのでなくて、
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ここに憲法調査会というものを作って、実際は憲法の改正を強行しようとしている、こういうこと

については大へん問題であると考えます。 

 

 ことに、この調査会法案の提案理由などを見ますと、抽象的に、憲法のいいところ悪いところを

検討するのだということを書いてありますけれども、すでに世間には、半公け的に各政党の憲法改

正案というものが公表されておりまして、新聞などで伝えるところによりますと、そういう従来の

改正案を総合し、これを調整して、大体そういう改正案を政府は作ろうとしているのであるという

ことが、再三新聞などに伝えられているのです。そうしますと、ここで調査会法案というものが出

されておりますけれども、実際にはこの一、二年の間に出されておる改正案をまとめて、そしてそ

れを強行するためにこういう法案ができようとしていることは明らかだと思うのであります。そう

なりますと、そういう具体的な今の段階における改正というものを承認していいかどうかというこ

とになりますと、これはわれわれが学問的に、憲法の長所短所をただ客観的に検討するということ

とは違っておりまして、明らかにこれは政治問題であるし、また現在の国際情勢の中でこういう改

正をするのがいいかどうか、こういう問題になると思います。 

 

 先ほどから神川先生は、マッカーサー憲法ということを言われましたが、これは、政治家がマッ

カーサー憲法というふうに失言されることは、あり得るかとも思いますが、先生のような国際政治

の専門家が簡単にこう言われることについては、ちょっと疑問を持たざるを得ないのです。なぜか

と申しますと、前の憲法を明治憲法というのは、明治の時代に作った憲法だという意味でありまし

ょう。またかりに明治天皇の作った憲法であるというのであるとするならば、それと同じ意味にお

いて、今の憲法をマッカーサー憲法ということはできないのです。明治憲法は御承知のように、マ

ッカーサーに比較しますと、ちょうど伊藤博文という人物がおりまして、その伊藤博文のもとで井

上毅というドイツ学者が主として原文を作りまして、伊藤博文の名において天皇の御前会議にかけ

た憲法です。 

 

 そうして、その天皇の御前会議で承認されたことから、これは天皇の作った欽定憲法だ、こうい

われております。それと同じような意味で今日の憲法をいうならば、マッカーサーに相当するもの

は井上毅というか、伊藤博文であります。その井上毅や伊藤博文の作った原案を国会が検討して、

そうして修正すべきところは修正して承認したのでありますから、それは国会の作った憲法といわ

なければならない。原案をだれが持ち出したかというところでマッカーサー憲法というのであれば、

それは、旧憲法の場合に、伊藤博文の作った憲法だとか、井上毅が押しつけた憲法だというのと同

じでありまして、これは、憲法学上はそういうことは従来言っておりません。 

 

 さて、そういうことは別としまして、今日ここに出されております調査会法案の説明を見ますと、

この説明の理由によりましてこの法案が作られるというのであるとしますと、この法案の説明は、

非常に根拠が薄弱であるし、ある部分、多くの国民が納得できないような理由を含んでおると思う

のです。法案の内容については、これはほとんど制度上の問題ですから、あまり問題はないかと思

うのです。それでも多少――たとえば、国会にこういうものを付置させないで、国会の委員会とし

ないで、内閣に置いたということが問題ではないか、これは非常に大きなことになります。その他

については、調査会の構成そのものについては、それほど問題はないかと思いますが、しかし、そ

ういう調査会をなぜ設けるかということを、国が、しかも内閣が責任をもって理由としてあげてお
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るこの理由書というものは、実に矛盾しておるし、間違っておるし、これは全然提案の理由にはな

らないと私は思うのです。そこで、少しこれを検討してみたいと思うのです。 

 

 まず現行憲法が民主主義、平和主義並びに基本的人権の尊重にその基本的原則を貫いておるとい

うことは、何人も不可とするものではない、これは当然でありまして、このことを内閣あるいは国

会の諸子が明瞭に自覚されておるならば、今日簡単に憲法改正というような問題は出てくるはずは

ないと思う。現在の憲法ほど各国の憲法に比べて民主主義的であり、平和主義的であり、しかも基

本的人権の保障においてよその国よりも厳重であるという憲法は――私は、比較憲法上はこれが最

もすぐれた憲法だと思います。それにもかかわらず、現在すでにもう改正意見として出ております、

自由党あるいは旧改進党、それから自主憲法期成同盟、それらの改正案と申しますものは、民主主

義、特に国会の権限をある程度制限しておる、そうして執行権を強化するとか、あるいは平和主義

という点では、国際紛争の起った場合の話し合いの政治の余地をなくして、むしろ武力的な解決に

頼もうとしている、そうして再軍備をしようとしている。 

 

 また基本的人権については、個々の条文について制限規定を設けていないために、一般の国民は、

何か基本的人権には改正案は触れていないかのようでありますけれども、実際には原則的な規定を

設けまして、法律によってするならば、基本的人権はどういうふうにでも制限し得るというふうな

規定を加えているのです。これは大へんな問題でありまして、旧憲法時代はまさにそうでありまし

た。法律をもってするならば、権利や自由は制限し得たのです。ところが今の憲法でいう基本的人

権というのは、法律をもっても制限し得ないというところに、思想の自由や言論の自由の問題があ

るのです。 

 

 ところが戦時中は、言論や思想の統制法を次々に出しまして、そのときそのときの政治情勢によ

って言論統制や思想統制その他をやったわけです。宗教の弾圧もやっているわけです。それと同じ

ことを、この各改正案は共通して、法律によるならば制限していいと言っているのです。そうなり

ますと、これは基本的人権を尊重することでなくて、基本的人権を旧憲法時代に戻すことなんです。

そういう点で、もしこの民主主義と平和主義と基本的人権の尊重ということが基本的原則で、これ

が最も大切だというならば、簡単に今改正案を持ち出すはずはないわけです。 

 

 次にこの理由書は「現行憲法が昭和 21 年占領の初期において連合国最高司令官の要請に基き、き

わめて短期間に立案制定せられたものであり、」こういうふうに断定しておりますが、もともと終戦

後憲法を作るということは、これは連合国司令官の要請によるまでもなく、われわれがあの戦争の

経験に基きまして、軍国主義と独裁政治が再び起らないためには、どうしてもここに憲法の改正を

しなければならない、民主的な憲法を作らなければならないということをわれわれは主張しました。

当時私どもの先生である美濃部達吉先生は、憲法の改正はする必要はない、憲法が悪いのではなく

て、独裁政治や軍部が悪かったのだから、改正する必要はないと申されましたが、私は、これに反

対でありまして、やはり憲法改正をしなければ、再び戦時中のああいう誤まりを犯すというので、

憲法を改正すべきだという主張をしておりまして、こういう言論は、国民の中からいろいろな形で

出されておりましたし、当時民主的ないろいろな政党なども、そういう意見を持っておりました。

現に束久邇内閣当時でも憲法改正の動きがありまして、私も多少当時は、その動きに関係もいたし

ました。 
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 ですから、その当時でさえも憲法を改正すべきだという声はあったのです。ことにポツダム宣言

によれば、日本の民主主義の復活強化ということを言っておりまして、日本で民主主義の復活強化

をするためには、ただ政治を民主的にするというだけでなく、その政治のよってきた憲法、つまり

戦争中は、一たび事をしようとしましても、憲法に違反するとか、あるいは国体に違反するという

と、すべて政治がやれなかった。そういう憲法上の制約を撤廃して、ほんとうに国民中心の憲法を

作ることが終戦後の日本の再建の道であり、世界の大勢に合致することだったのです。そういうこ

とから、何もマッカーサー司令官によって急にこの憲法改正が持ち出されたわけではないので、当

時の心ある老は、みな憲法改正をしなければならないというふうに考えていたわけです。 

 

 しかももう少し具体的に申しますと、この連合国司令官が憲法改正を要請したというのは、おそ

らく近衛氏に対して要請したことなどを言うのだと思いますけれども、当時すでにいろいろな方面

で憲法改正の必要がいわれておりまして、それを当時の政府が怠っておりましたために、たまたま

近衛氏に会ったときに、マッカーサーがそれを示唆したわけ下す。 

 

 それからさらに、今の憲法は、マッカーサーの押しつけた憲法であるとか、あるいはマッカーサ

ー憲法であるとかいうふうなことを軽々しく申しますけれども、そのことは大へん私は間違いだと

思います。というのは、この文章としましても、すぐ次で問題になることです。「真に国民の自由意

思によるものにあらざることは否定しがたき事実であります。」ということを提案理由にしているの

です。果して国民の自由意思によるものでないということをどうして証明するのかということです。 

 

 それは、まず先ほどから神川先生の申されるように、マッカーサーが原案を出したというところ

に相当問題があるかに思うんです。ところがこのマッカーサーが政府を通じて原案を国会に出した

ということは、当初からマッカーサーの方で考えられたことではないのです。この点は先ほど申さ

れた民政局の日本の政治的再建というあの報告書によりますと、アメリカ側がそのことを明確に言

っております。というのは、アメリカとしましては、最初から憲法草案を用意したのじゃなかった。

日本政府がいわゆる松本案というものを準備しておりまして、これは公表されておりませんでした。

ところが、その占領報告書によりましても、また私自身の記憶によりましても、毎日新聞が当時こ

れをすっぱ抜いたわけです。それを連合国側は見まして、政府が改正しようとしている内容はこう

いうふうな程度の改正なのか――あの改正案、発表されました松本案と称せられるものは、天皇の

権限にはほとんど触れないで、議会の権限を多少ふやすという程度のものでした。 

 

 そういうものであるとすれば、これは日本の民主政治の方向に合するものではない、こういうふ

うにアメリカ側としては痛感したわけです。そこでさっそく政府に、今作っている原案を持って来

いということで、アメリカ側がそれを要求したというふうに書いてあります。そこでアメリカ側と

しては、政府がそういうふうな非民主的な草案を作っているようではいけないからというので、急

に民政局が草案を作り始めた。ことにその民政局の報告書の中には、その毎日新聞に発表された政

府案なるものに対して、日本の民間側ではいろいろ反対があるといっています。われわれはそれに

対して批評し反対したわけです。政党もそれに対して批評したわけです。 

 

 つまり日本が民主化しようというときに、こんな旧憲法そのままの草案を作っているのではだめ
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だということを批評した。つまりそのことによって、アメリカ側としては、当時の政府にまかせら

れないということで、初めてそこで草案を作ることを用意し始めたわけです。そうしますと、われ

われ国民が民主的な憲法を作れという要求は、松本案よりも、むしろその段階においてはマッカー

サー司令部の方がそういう意思を反映してくれたと言ってもいいと思います。先ほどからの神川先

生の言論の中に、アメリカの占領下で作ったものはすべて悪い、すべて占領政策だと一方的に断定

されますが、日本の民主勢力の中でも、そういう見方がないわけではありません。ちょうど裏返し

たように、日本に対するアメリカの政策はすべて植民地化政策だ、こういう判断をする見方があり

ます。 

 

 しかし、それはやはり極端なのでありまして、占領下においてアメリカのやったことには、いい

こともあれば悪いこともある。やはりアメリカは、日本に比べますと民主政治という点では先進国

でありましたし、ことに戦争中の日本なんかに比べたら、比較にならないわけですから、そういう

意味で、アメリカが占領下において日本に教えたものの中には、非常にプラスもある、欠点ももち

ろんあります。それを、すべて日本を従属させるための政策であったというふうに断定することは、

歴史を分析する仕方ではなくして、非常に独断的なものの見方だと思うのです。それでアメリカと

しましても、占領下においては、アメリカ本位に日本憲法の原案を作っているわけではないので、

それだけに今アメリカとしましては、アメリカの都合のいいような再軍備を要求しようとする場合

に、日本の戦争放棄をした憲法がじゃまになってきたわけです。 

 

 このことは、アメリカが自分の都合のいいように憲法を作ったのじゃないということを意味して

おると思うのです。今改正が持ち出されているのは、まさにアメリカの要求する再軍備のためであ

ります。そういう意味でも、今の憲法が矛盾しているわけです。そういうふうに、憲法の条文の中

にはいろいろの要素がありますが、これを、一がいに占領行政の現われだと言うことはできないと

思うのです。むしろそういう占領行政の現われだと言って改正を言っている人は、何を言おうとす

るかといえば、今の憲法の中にある国民中心の基本的人権を尊重したり、国会が中心であったりす

る、それを改正しようと言うのでありますから、それは、つまり今の憲法の内容があまり国民本位

にできている、国民本位にできているということは、これは占領政策だ、こういうふうな非常に矛

盾したことを言っているわけです。 

 

 さて話が余談になりましたが、問題になっているのは「国民の自由意思によるものにあらざるこ

とは否定しがたき事実であります。」こういう断定をどうしてできるのか、当時原案は、確かにアメ

リカ側から出されましたが、これを日本の法制局なんかが折衝しまして、そして一応妥当な線のと

ころまで持ってきた。そしてこれを国会にかけたのです。そしてその国会では、百日余り審議しま

して、そして修正すべきところは修正し、衆議院においては四カ条、貴族院においては三ヵ条の条

文を加えました。それから全面的に条文の字句を訂正しております。そういう国会、皆さん方の今

属しておられるこの国会、その前身である帝国議会、これは国民の意思を反映するものと見るほか

はないと思います。皆さん方の御意見自身が国民の意思を反映するものと思うのであります。 

 

 同時にまた、当時の帝国議会が国民の意思を反映したものと見るほかはないと思います。当時の

議会は国民の意思を反映しなかったのだと言うならば、これは議会そのものを信用しないというこ

とでありまして、内閣が議会を信用しないということはわかりますけれども、その内閣の出したそ
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ういう理由を国会が承認するというのはおかしいと思います。そして国民の意思というものは、時

の国会と違うときもあるでしょうけれども、しかし一応国会に現われたものを、国民の意思と見る

よりほかないと思います。このことが憲法においても、国会は国民の代表機関であると言っている

理由であります。でありますから、その議会が修正すべきところは修正し、承認した。最後的には

その議会が内容を決定しているのです。まるのみ込みをしたのじゃないのです。しかも審議権その

ものを動かされたということではないので、ただだれが原案を出したか、その原案をどういうふう

に了解してこれを受け入れたか、その責任をとったのは国民を代表する議会ですから、その意味で、

議会が承認したものは国民の意思と言わざるを得ないと思います。 

 

 また当時の議会は、そのマッカーサー草案と称せられるものを自由に検討したということは――

本来旧憲法の手続によって改正するならば、旧憲法の七十三条によりますと、憲法の改正案という

ものは、勅命をもって議会の議にかけるのです。それで、このマッカーサー草案というものは勅命

の形で議会にかけられたわけですが、その場合に、旧憲法の改正の法的な性質としましては、天皇

のみが発議権を持っておりまして、議会側が発議権を持っておりませんために、旧憲法における憲

法の改正という場合には、議会は新しい条項を加え得ない。出された原案を修正することはいいが、

新しい条項をここに加えますと、その部分については天皇の発議権を侵すことになるから、憲法改

正の場合だけは、普通の法律案と違いまして、新しい条項は加え得ないというのが、旧憲法の定説

であります。ところがあの議会では、相当自由に討論しまして、衆議院においては四ヵ条、貴族院

においては三カ条加える、そうしていろいろな部分の新しい言葉を加えている。そのくらい自由に、

いわゆるマッカーサー草案というものを検討しているわけです。でありますから、これを簡単に、

国民の自由意思によるものでないというふうに言うことは、間違いであると思います。 

 

 それからさらにその次に「過去約九カ年におけるこれが実施の経験にかんがみまして、わが国情

に照らし種々検討を要すべき」ものがある、こういうふうに言っております。まず国会としまして、

作られた憲法が果して守られているかどうか、こういうことを検討するのが当然だと思いますけれ

ども、その作られた憲法が、いろいろな形で事実守られていない点があるわけです。その守られて

いないことについて、なぜそういうことになっているのか、そういう憲法違反の行為に対してどう

するか、こういうふうな検討を、国会としまして今まで十二分にやってこられ、また内閣がその違

憲の事実に対して、99 条のいうように、憲法擁護の義務から、特に憲法を守っていく、こういうこ

とを十二分にしてきたならいいですが、その逆に、憲法に違反する事実が出てきた場合に、その方

に加担して憲法の条文を再検討する、こういうことは、本来 99 条でいう憲法擁護の義務を持ってい

る政府や国会の方々としては、どうもその責任を果しているように私どもには思えない。もともと

この憲法は、日本の民主化のために作られたものです。憲法の基本精神は、この中で言われている

通り、民主主義と平和主義とが基調になっている。 

 

 そういう民主主義や平和主義という点では、日本は、あの終戦までは、軍国主義や独裁主義にわ

ずらわされておりまして、ほんとうに民主主義や平和主義の方向に進むだけの実力を持っておりま

せんでした。そのために、たまたまここに憲法の力をかりて、そうして民主的な平和的な憲法の示

すところに従って、実際の社会の実情をそこまで持っていかなければならなかった、そういう努力

をしなければならなかったのです。このことは、憲法制定のときの衆議院の附帯決議の中にも、そ

ういう憲法の条文に沿って日本を民主化することについて、あらゆる努力をしなければならないと
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いうことを言っている。そのくらいでありますから、実情を憲法に合せるということに努力しなけ

ればならないのに、逆に民主化されてない実情の方に憲法を逆行させようとする、そうして、あた

かも旧憲法時代に戻そうとするような改正というものは、日本のとるべき方向ではないと考えます。 

 

 そこで最後に、この文章を見ますと、この際新たなる国民的立場に立って憲法に全面的検討を加

える、こう言っておりますが、新たなる国民的立場とは何か、自主的な国民的立場とは何か。これ

は、最近アメリカの極東政策に基いて再軍備が要求される、それに基いて憲法の改正をして、戦争

放棄の規定を変えてしまう、そういうことではなくて、そういうふうな外からのいろいろな要請や

圧迫がありましても、きぜんとしてこの平和の憲法を守り抜くということが、新しい国民的立場で

あると私は考える。その意味からいいまして、この政府の提案理由は非常に矛盾しておりますし、

こういうふうな理由でもし憲法改正のための調査会を作るとすれば、末代までその恥を残すことに

なると思います。 

 

 それから調査会の構成の問題ですが、本来こういう調査会というものは、国会が発案――憲法改

正の場合でも発案するのが筋でありまして、内閣がほかの法律案と同じように憲法改正の発案をし

ても、それをもって直ちに憲法違反というふうには私は言えないと思いますが、しかし本来は、や

はり国会が国民に対して発議するほどでありますから、改正案を作るという場合でも、国会の内部

で調査会ができて、そしてそこで調査や審議が行われる。ある場合にそれが発案されるというよう

なことが自然であると思うのですが、それをなぜ内閣に置くのか。おそらくその理由としまして、

国会に置いたのでは、国会議員だけの構成になってしまう、学識経験者などは国会の委員会だと加

えられない、こういうふうに言われるのだと思うのです。 

 

 ところが学識経験者と申しましても、つい先ごろの小選挙区を審議したあの選挙制度の委員会で

もわかりますように、学識経験者全員が反対しましても、強引にああいうふうにして通してしまう、

こういうことでは、内閣に調査会を設けて学識経験者を 20名も入れるといいましても、実際はそう

した人たちの意見はあまり尊重しないのではないか。今の政府では、おそらくそういうやり方にな

るのじゃないかと思います。これでは、政府に調査会を設ける理由がないように私は思います。 

 

 大体以上をもって私の公述を終ります。（拍手） 

 

 
○山本委員長 次に戒能通孝君。 

 

○戒能公述人 現在の憲法がマッカーサー憲法かどうかという議論につきましては、私は今論じな

いつもりでおります。ただし先ほど神川先生のおっしゃったような理屈がもし通るといたしますと、

日本の天皇は、自分の身の安全をはかるために、日本の国をアメリカに売ったんだという結論にな

ってくるようでございます。私は、そんなふうに考えたくございません。天皇は、自分の身を守る

ためにみずから国を売ったんだ、アメリカに売ってしまったんだ、マッカーサーに売ってしまった

んだ、こんなふうに考えたくはございません。これだけ一つ申し上げたいと思います。 

 

 そして私自身がこの法案を拝見してみますと、私には、どうしても不合理であると思われる点が
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しばしばございます。第一に、純粋に法的な立場から申しますと、なぜ憲法調査会を内閣に置いて、

その費用を国費から支出するのか、理由が薄弱であります。憲法の改正は、御承知の通り内閣の提

案すべき事項ではございません。内閣は憲法の忠実な執行者であり、また憲法のもとにおいて法規

をまじめに実行するところの行政機関であります。従って、内閣が各種の法律を審査いたしまして、

憲法に違反するかどうかを調査することは十分できます。 

 

 しかし憲法を批判し、憲法を検討して、そして憲法を変えるような提案をすることは、内閣には

何らの権限がないのであります。この点は、内閣法の第五条におきましても、明確に認めていると

ころでございます。内閣法第五条には「内閣総理大臣は、内閣を代表して内閣提出の法律案、予算

その他の議案を国会に提出」するというふうにありまして、どこにも憲法改正案の提出という問題

は書いてございません。「その他」というふうな言葉がございますが、「その他」という中に憲法の

改正案を含むのだというふうに言うのは、あまりにも乱暴な解釈でありまして、ちょっと法律的常

識では許さないというふうに考えているわけであります。内閣法のこの条文は、事の自然の結果で

ありまして、内閣には、憲法の批判権がないということを明らかに意味しているものだと思います。

なぜならば、内閣は一つの活動体であります。 

 

 内閣に憲法改正案の提出権がないということは、内閣が憲法を忠実に実行すべき機関である、憲

法を否定したり、あるいはまた批判したりすべき機関ではないという趣旨を表わしているのだと思

うのであります。憲法の改正を論議するのは、本来国民であります。内閣が国民を指導して憲法改

正を企図するということは、むしろ憲法が禁じているところであるというふうに私は感じておりま

す。しかるにもかかわらず、この法案が、憲法調査会を内閣に置いて、日本国憲法を検討させると

いうことは、純粋の法理論の立場から見ましても、はなはだ賛成できないことでございます。元来

内閣に憲法の批判権がないということは、憲法そのものの立場から印しまして当然でございます。

内閣は、決して国権の最高機関ではございません。従って国権の最高機関でないものが、自分のよ

って立っておるところの憲法を批判したり否定したりするということは、矛盾川でございます。 

 

 第二に、内閣総理大臣以下の各国務大臣は、いずれも憲法自身によって任命された行政官であり

ますから、従って憲法を擁護すべきところの法律上の義務が、憲法自身によって課せられているの

でございます。こうした憲法擁護の義務を負っているものが憲法を非難する、あるいは批判すると

いうことは、論理から申しましてもむしろ矛盾であると言っていいと思います。従って、内閣がこ

のような義務を負いながら、現在の憲法を改正するということを前提とするような憲法調査会を置

くというのは、間違った考え方ではないかと思います。もし、この憲法調査会が置かれた結果とい

たしまして、内閣の希望しないような改正案、検討が加えられるということになりますと、内閣は、

おそらくその結果を無視するでありましょう。 

 

 内閣が希望するような憲法の改正を行うとすれば、結局内閣そのものが憲法そのものに手を触れ

ることになってしまうのではないか、内閣が国民を動かして憲法改正を指導する結果になってしま

うのではないかというふうに感ずるわけであります。憲法の改正は、決して国費によって内閣が行

うべきものではございません。国民自身が行うべきものであるというふうに感じられているわけで

あります。従って、形式的にいってみまして、どんなふうにつじつまを合せましても、ともかくこ

の法案は、趣旨自身が間違っておるのではないかというふうに感じているわけでございます。 
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 第三に、この法案が提出される前に、すでに元の自由党の岸信介氏を主任者としましての改正案

要綱のような、試案のようなものが発表され、改進党も清瀬私案という一種の試案を発表するとい

うふうなわけで、すでに多数の改正案、試案というものが公けにされているわけでございまして、

これとこの憲法調査会法案との間が全然無関係でないということは、当然予想していいだろうと思

うのであります。ところが、今まで発表されましたところの各試案によりますと、いずれも単に憲

の立法技術的な改正のみにとどまりません。 

 

 憲法の根本に触れるような改正を企図していることは明らかであると言っていいと思います。し

かもその中におきまして問題になる点は、一体国民の主権をどうするか、主権の存在をどうするか

という問題が、第一に出て参ります。そうして多くの憲法学者の通説によりますと――ごく少数の

人は別でありますが、通説によりましても、主権の所在、つまり政治的な組織を決定する権限の所

在の移行は、憲法の改正という手続によって行われるものではない、もし政治体制を決定するよう

な決定権の所在を移行させるような憲法の条文の改正をするということになると、これは憲法の改

正という観念ではなくて、むしろ革命とか反革命とかいうような観念であるというように説明して

いる書物が多いのであります。 

 

 これは、ある程度まで正しいのでありまして、法律論としてはともかくとして、観念的、常識的

には確かに正しいのでありまして、主権の所在を移行させるような憲法の改正ということになると、

これは改正ではないのであります。従って、むしろ革命なり反革命なりということになってくると

言っていいと思います。政党は、革命をやろうと反革命をやろうと、そんなことは自由でございま

しょう。特にそれを憲法上の手続でやろうということになるならば、これは自由でございましょう。

しかし、それを調査すべきものは政党自身でございまして、決して内閣ではない。内閣は、主権の

所在点を変更するような改正案を企図すべき立場にはいないことは、確かだと思います。 

 

 主権の所在というものを規定する出発点と同様に、その前提といたしましては、言論とか思想の

自由とか、いわゆる基本的人権を含めて、つまり法律によっても制限できないところの思想の自由、

言論の自由、表現の自由、結社の自由というものを認めなければ、政治体制の決定権が国民にある

とは申せないのであります。従って、主権の所在を変えるのは、当然基本的人権の問題につながっ

ていくわけでございます。 

 

 基本的人権の所在点を変えて、法律の制限の中での言論の自由、法律によるところの、法律の監

視の中での言論の自由、思想の自由というものを認めることになりますと、やはり何といっても、

根本的に申しまして、憲法の改正ではなくして、むしろ革命ないし反革命ということにならざるを

得ないと思うのであります。今まで発表された各種の試案によりますと、言論の自由やおそらく思

想の自由を含めてまでも、法律によって制限できるという案が出てきているわけでございます。こ

の案を前提とするような改正論ということになって参りますと、これは、おそらく内閣のもとに置

かれるところの憲法調査会の権限をはるかに越えるといわなければならないと信じております。 

 

 さらに日本国憲法というものは、非常に基本的な一つの政策を持っております。これは、要する

に戦争をしないという政策でございます。またこの基本的政策があればこそ、他方におきまして社
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会保障、それから最低限度ではあるにせよ、健康にして文化的な生活の保障というものができるの

でございます。これがなかったら戦争――をすることを前提としたら、おそらく経済的な面、財政

的な面から申しまして、社会保障は全然やめなければならないことになるのは当然の話だと思うの

であります。少くとも健康にして文化的な生活の保障というふうなことは、言えなくなってくるわ

けでございます。 

 

 従って、現在の憲法が持っておる基本政策を変えるような憲法の変更ということになると、これ

も同じような意味におきまして、憲法の改正ではなくて、やはり変革なんだ。従って、これは内閣

の所管事項からはずれるというふうに考えなければならないと思うのであります。のみならず、現

在すでに内閣総理大臣も、国会の中などで、しばしばはっきり言っておられるわけであります。憲

法を変えたい、その憲法を変える内容は、軍備を持つんだということを、しばしば言っておられる

ようであります。このことは、すでに内閣が、この調査会の人選に当りましても、クリーン・ハン

ドでなくなっている、いわゆる清き手でなくなっているということじゃなかろうかと思うのであり

ます。 

 

 すでに自分自身で一つの方向がある、その方向に合致するような委員の選出をすることを前提と

しているんじゃなかろうかと思うのであります。従って、内閣に憲法調査会委員を置きましても、

それは決して公正で、客観的で、純粋に基礎から積み上げていくような改正論を論議するのではな

くて、むしろ一定の方向づけられた改革論、改正論を権威づけるための手段になるにすぎないとい

っていいかと思うのであります。この意味におきまして、現在の憲法調査会法案というものは、そ

れ自身すでにクリーン・ハンドでなくなっていると感ぜられるわけでございます。 

 

 第四番目に、憲法を改正するとかしないとかいうふうな調査の仕事をするにつきまして、現在の

時期ははなはだ適切でないというふうに感じております。ということは、日本の現在の状態は、決

して独立した状態ではないからであります。このことは、私自身が申したというのではかえって悪

いのであります。自由党の方がおっしゃったのを、私自身がはっきり聞いたのでございます。しか

もそれは、国内でおっしゃったことではございません。国外に行かれて、外国の総理大臣の前で言

われたことを、私自身聞いているわけでございます。一昨年のことでありますが、私中国に参りま

して、議員団の方と一緒に、向うの総理大臣の周恩来氏と会見したことがございます。 

 

 そのときにその席上で、当時自由党に所属しておられた山口喜久一郎氏が、このように言ってお

られます。周総理及び日本側の代表も申しました通り、中日両国が仲よく手をつながねばならぬこ

とは、だれしも一致した考えであります。これがどうして早くその希望を達しないかということは、

いろいろ故障がありますが、今後は、これを一日も早く取り除いていかねばならぬと、私は国会議

員として考えております。たとえば東京から北京まで飛行機で四時間しかかからないのに、わざわ

ざ香港を経由しなければならぬというような隘路があると思います。これについては、中国よりも

日本の方に非常な困難があります。と申しますのは、中国はソビエトと今回の大戦ではともに戦い、

ともに戦勝国という立場にあります。この関係でいうならば、アメリカと日本とは戦勝国と戦敗国

の立場にあることは御存じの通りです。ここに中国側よりも日本政府もしくは日本人側に困難があ

るということを御了解いただきたいと思います。というふうに述べておられます。 
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 これを受けまして周恩来氏は、次のように申しました。中国人民は日本政府と平和関係を求めて

います。しかし政府はわれわれを承認しない。この困難の根本原因は、ただし日本政府にあるので

はなく、その頭の上に一人の太上皇帝がいるからだと思います。すなわちアメリカがおるからだと

思います。天皇が日本を支配しているのではなくて、アメリカが支配している、日本人が天皇を尊

敬しても、それは自由である、しかし日本天皇の上にアメリカがおる、これがわれわれと日本との

関係を妨げておるものである、というふうに周恩来氏は言ったのであります。これは、外国の総理

大臣が日本の議員に言った言葉でありまして、非常に失礼な言葉であると私は感じました。しかし、

その失礼な言葉に対しまして、そこにおられました当時の自由党並びに改進党の議員は、何ら反駁

されておりませんでした。 

 

 ということは、結果において見ますと、現在の日本が決して完全な独立国ではない、文字通りの

独立国ではない。形の上では独立したような形をとっておりますけれども、実際におきまして、独

立の状態に達していないということを意味しておると思う。また山口さんも、いかにしたら日本の

独立を達成するかということに努力されておるというふうに私は感じたわけであります。現在独立

しないのに、あたかも独立しておるということを前提にして憲法の改正を論議するということは、

私は間違っておると思うのであります。いかにして独立するかが第一でありまして、憲法の改正は

その次の問題であるということにならざるを得ないだろうと思うのであります。憲法調査会法案と

いうふうなことは、現在の国内の政治情勢から申しましても、はなはだ不当のように感じておりま

す。というのは、明日あたり小選挙区法が出るということでございます。 

 

 私にある新聞記者が話してくれたのでありますけれども、自民党案として前に発表された小選挙

区の区割り制度がもし実現されるということになりますと、社会党、共産党、労農党は、前の選挙

の経験にかんがみて、おそらく千三、四百万票ぐらいはとれるであろう。しかし確実にとれる議席

はせいぜい五、六十にすぎない。しかもその五、六十のうちかなりの議員の人が、まかり間違うと

500 票とか 1,000 票足りなくて落選をして、ほんとうに確実にとれるのは 10 人前後かもしれないよ

と言っておるのでございます。 

 

 一方におきまして千数百万票もとれる票がある。ところが議席は 10 だ、あるいは 50 だ、他方に

は 2,000 万票の投票で、しかも議席が 450 だ、490 だというふうになって参りまして、しかもその国

会の多数で憲法の改正が押し切られてしまうということになって参りますと、一体議会制度に対す

る国民の信頼というものはどうなるでございましょうか。どなたにしましても、国会においでにな

っておる以上は、議会制度というものを十分御尊重になり、そうして議会の信頼がいかにしたら保

持できるかということを、最も大きな関心の対象にしておられると思います。ところが現在の憲法

の改正案を作り上げよう、しかも改正案を作るところの原案の基礎になる調査会は、これは社会党

のいる時分に作った法律だというふうな形で押し切られてくるということになって参りますと、国

内の相互的対立が非常に激化することになるのではなかろうかと思うのでございます。 

 

 従って、かりに小選挙区制度がとられた結果として、投票と議席のアンバランスが消えるために

少くともその間の調整のできるまでというものは、憲法の改正に手をつけないという立場をとるべ

きではないかと思うのでございます。これらの意味におきまして、私としては、この憲法調査会法

案が否決されることを非常に希望しておるわけであります。 


